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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　レゾール型フェノール樹脂及びノボラック型フェノール樹脂とからなるフェノール樹脂
成分と、必須繊維材及び無機フィラーを含む充填材成分とを含んでなる成形材料を成形し
てなるコンミテータであって、
　上記ノボラック型フェノール樹脂のうちの少なくとも一部が、エラストマー変性されて
おり、
　上記フェノール樹脂成分の含有量が、４０質量％以下であり、
　上記充填材成分の含有量が、６０質量％以上であり、
　上記必須繊維材の長さは、０．３ｍｍ以上であり、
　上記充填材成分における上記必須繊維材と上記無機フィラーとの質量比率は、１０／９
０であるか、１０／９０よりも上記必須繊維材が多く、
　上記レゾール型フェノール樹脂と、上記ノボラック型フェノール樹脂との質量比率が、
８０／２０～５０／５０である成形材料を成形してなることを特徴とするコンミテータ。
【請求項２】
　上記フェノール樹脂成分の含有量が、２０質量％以上であり、
　上記充填材成分の含有量が、８０質量％以下であり、
　上記充填材成分における上記必須繊維材と上記無機フィラーとの質量比率は、７０／３
０であるか、７０／３０よりも、上記必須繊維材が少なく、
　上記必須繊維材の長さは、３０ｍｍ以下であることを特徴とする請求項１に記載のコン
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ミテータ。
【請求項３】
　請求項１又は２に記載のコンミテータの製造方法であって、
　溶剤を含んでなる上記フェノール樹脂成分と、上記充填材成分とを含んでなる組成物を
混合する混合工程と、
　上記混合工程後、上記組成物から上記溶剤を除去することで上記成形材料を得る除去工
程と、
　上記成形材料を成形して成形物を得る工程と、を包含し、
　上記混合工程では、上記組成物を、回転翼を回転させて攪拌することで混合し、
　上記成形物はコンミテータであることを特徴とするコンミテータの製造方法。
【請求項４】
　請求項３に記載のコンミテータの製造方法であって、
　上記フェノール樹脂成分と、上記充填材成分とを混合する混合工程を包含しており、
　上記混合工程では、上記フェノール樹脂成分と、上記充填材成分とを、回転翼を回転さ
せて加熱しながら攪拌することで上記成形材料を得ることを特徴とするコンミテータの製
造方法。
【請求項５】
　上記成形材料を圧縮成形することで上記成形物を得ることを特徴とする請求項３又は４
に記載のコンミテータの製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、成形材料、成形材料の製造方法、及びその利用に関する。
【背景技術】
【０００２】
　フェノール樹脂は、機械特性、電気特性、耐熱性、及び耐溶剤性等に優れている。この
ため、自動車、建設機械、住宅、電子材料等幅広い分野において使用されている。特にフ
ェノール樹脂成形材料は民生部品、電気電子部品、自動車部品等の広範囲に渡る用途にお
いて用いられている。
【０００３】
　例えば、特許文献１には、低分子量のノボラック型フェノール樹脂に、酸性触媒下、乾
性油を付加反応させ、その後、アルカリ触媒下でアルデヒド類を反応させて得られる乾性
油変性レゾール型フェノール樹脂について記載されている。
【０００４】
　また、特許文献２には、フェノール樹脂に、アミノシラン及びカチオニック・アンモニ
ウム塩で表面処理したロックウール、ガラス繊維、及び炭酸カルシウムを配合してなるフ
ェノール樹脂の成形材料について記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２０１１－１２２００９号公報（２０１１年６月２３日公開）
【特許文献２】特開２００６－２５７１１６号公報（２００６年９月２８日公開）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　特許文献１及び２に記載のフェノール樹脂成形材料は、フェノール樹脂の改質、及び成
形材料の組成を検討することにより、フェノール樹脂成形物が元来有している、脆さを克
服するという課題の解決を試みている。しかしながら、成形材料に求められる性能の高度
化に伴い、特許文献１及び２に記載のフェノール樹脂成形材料よりも、成形時の成形収縮
率が低く、成形物へ高い寸法安定性と高い靱性とを付与する能力を備えた新規な成形材料
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が求められている。
【０００７】
　本発明は、前記の問題点に鑑みてなされたものであり、その目的は、成形時の成形収縮
率が低く、成形物へ高い寸法安定性と高い靱性とを付与する能力を備えた新規な成形材料
、及びその関連技術を提供することを目的としている。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　上記の課題を解決するために、本発明に係る成形材料は、レゾール型フェノール樹脂と
、ノボラック型フェノール樹脂とからなるフェノール樹脂成分と、必須繊維材と、無機フ
ィラーとを含む充填材成分を含んでなる成形材料であって、上記レゾール型フェノール樹
脂、及び上記ノボラック型フェノール樹脂のうちの少なくとも一部が、エラストマー変性
されており、上記フェノール樹脂成分の含有量が、４０質量％以下であり、上記充填材成
分の含有量が、６０質量％以上であり、上記必須繊維材の長さは、０．３ｍｍ以上である
ことを特徴としている。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、成形時の成形収縮率が低く、成形物へ高い寸法安定性と高い靱性とを
付与する能力を備えた新規な成形材料、及びその関連技術を提供することができるという
効果を奏する。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　＜成形材料＞
　本発明の一実施形態に係る成形材料は、レゾール型フェノール樹脂及びノボラック型フ
ェノール樹脂とからなるフェノール樹脂成分と、必須繊維材及び無機フィラーを含む充填
材成分とを含んでなる成形材料であって、レゾール型フェノール樹脂、及びノボラック型
フェノール樹脂のうちの少なくとも一部が、エラストマー変性されている。
【００１１】
　また、成形材料は、フェノール樹脂成分の含有量が、４０質量％以下で、充填材成分の
含有量が、６０質量％以上である。フェノール樹脂成分の含有量が、４０質量％以下であ
り、充填材成分の含有量が、６０質量％以上であれば、成形時の成形収縮率が低く、成形
物へ高い寸法安定性と高い靱性とを付与する能力を備えた成形材料を得ることができる。
また、成形材料は、フェノール樹脂成分の含有量が、２０質量％以上であり、充填材成分
の含有量が、８０質量％以下であれば、成形時の成形収縮率が低く、成形物へ高い寸法安
定性と高い靱性とを付与する能力を備え、さらに、金型から離型したときにおける表面が
平滑な成形物を形成することができる成形材料を得ることができる。
【００１２】
　なお、成形材料は、フェノール樹脂成分、及び充填材成分以外のその他の成分として、
滑材、及びシランカップリング剤等の添加剤を含んでいてもよい。
【００１３】
　以下に、本実施形態に係る成形材料の組成についてより詳細に説明する。
【００１４】
　＜フェノール樹脂＞
　フェノール樹脂は、成形材料における充填材成分のバインダーとして機能する。成形材
料に含まれるフェノール樹脂の一部をエラストマー変性することにより、成形材料により
成形された成形物に高い靭性を付与し、高い熱安定性を付与する。なお、本明細書では、
エラストマー変性されているか否かによらず、成形材料中に含まれるフェノール樹脂の合
計を「フェノール樹脂成分」と称する。
【００１５】
　また、本明細書において、単に「フェノール樹脂」と記載している場合、当該「フェノ
ール樹脂」は、「ノボラック型フェノール樹脂」及び「レゾール型フェノール樹脂」の両
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方を意味する。
【００１６】
　また、本明細書中において、「レゾール型フェノール樹脂」を、「レゾール樹脂」と称
し、「ノボラック型フェノール樹脂」を「ノボラック樹脂」と称することもある。
【００１７】
　エラストマー変性されていないフェノール樹脂と、エラストマー変性されているフェノ
ール樹脂との質量比率は、８０／２０～５０／５０であることが好ましい。当該質量比率
が、８０／２０～５０／５０であれば、成形物に高い靭性、例えば、高いシャルピー衝撃
強さを付与することができ、成形物に低い成形収縮率、及び、低い線膨張係数を付与する
ことができる成形材料を得ることができる。さらに、フェノール樹脂成分におけるガラス
転移温度を高めることができるため、成形物の耐熱性を高めることができ、首尾よく金型
から離型することができるという成形性を付与することができる。
【００１８】
　フェノール樹脂成分は、ノボラック型フェノール樹脂がエラストマー変性されていても
よく、レゾール型フェノール樹脂がエラストマー変性されていてもよく、レゾール型フェ
ノール樹脂の一部とノボラック型フェノール樹脂の一部とがエラストマー変性されていて
もよいが、これらの構成のうち、ノボラック型フェノール樹脂がエラストマー変性されて
いることがより好ましい。すなわち、フェノール樹脂成分における、レゾール型フェノー
ル樹脂と、エラストマー変性されたノボラック型フェノール樹脂との質量比率を８０／２
０～５０／５０にすることにより、レゾール型フェノール樹脂が有している官能基によっ
てノボラック型フェノール樹脂を硬化させることができる。よって、例えば、ヘキサメチ
レンテトラミンのような、アミン系の硬化剤を用いることなく、フェノール樹脂成分を硬
化させることができる。このため、成形材料から成形された成形物が、例えば、銅等の金
属製の部材に接触することにより、当該金属製の部材を腐食することを防止することがで
きる。
【００１９】
　レゾール型フェノール樹脂、及びノボラック型フェノール樹脂を合成するために用いら
れる原料には、フェノール類と、アルデヒド類とを挙げることができ、これらをアルカリ
触媒、２価の金属塩触媒、又は酸触媒等の存在下において重合させる。
【００２０】
　また、これら、フェノール類、及びアルデヒド類に併せて、エラストマー変性のための
エラストマー構成単位を配合して、フェノール樹脂を合成することにより、エラストマー
変性のフェノール樹脂を生成する。
【００２１】
　フェノール類としては、フェノール、カルダノール、カシューナットシェルリキッドを
挙げることができ、その他のフェノール類として、例えば、クレゾール類、キシレノール
類、アルキルフェノール類、ビスフェノール類、及び多価フェノール類等を挙げることが
できる。ここで、クレゾール類には、例えば、ｏ－クレゾール、ｍ－クレゾール、及びｐ
－クレゾール等を挙げることができ、キシレノール類には、例えば、２，３－キシレノー
ル、２，４－キシレノール、２，５－キシレノール、２，６－キシレノール、３，４－キ
シレノール、及び３，５－キシレノール等を挙げることができる。アルキルフェノール類
には、例えば、イソプロピルフェノール、ｐ－イソブチルフェノール、ｐ－ｔｅｒｔ－ブ
チルフェノール等のブチルフェノール、ｐ－オクチルフェノール、ｐ－ノニルフェノール
、ｐ－クミルフェノール等のアルキルフェノール等を挙げることができる。ビスフェノー
ル類には、例えば、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、及びビスフェノールＳ等を挙
げることができる。多価フェノール類には、例えば、レゾルシン、ピロガロール、及びカ
テコール等を挙げることができる。これらフェノール類のうち、フェノール、クレゾール
類、カルダノール、カシューナットシェルリキッド、及びビスフェノールＡ等を、フェノ
ール樹脂の原料として用いることがより好ましく、これにより、硬化性と、成形物へ靭性
等の機械的な強度を付与する能力とのバランスに優れたフェノール樹脂を得ることができ
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る。なお、これらフェノール類は、単独で、又は、２種類以上を混合して使用することが
できる。
【００２２】
　また、アルデヒド類には、例えば、ホルムアルデヒド、パラホルムアルデヒド、トリオ
キサン、アセトアルデヒド、プロピオンアルデヒド、グリオキザール、ベンズアルデヒド
、及びサリチルアルデヒド等を挙げることができ、これらのアルデヒド類のうち、フェノ
ール樹脂の硬化性を高めることができること、及びコスト的な観点から、ホルムアルデヒ
ド、及びパラホルムアルデヒド等を用いることがより好ましい。なお、これらアルデヒド
類は、単独で、又は、２種類以上を混合して使用することができる。
【００２３】
　レゾール型フェノール樹脂は、上述のフェノール類と、ホルムアルデヒド類とを、例え
ば、アルカリ触媒下又は２価の金属塩触媒下において、重合させることで生成することが
できる。
【００２４】
　なお、エラストマー変性したレゾール型フェノール樹脂は、例えば、カシューナットシ
ェルリキッドと他のフェノール類とを原料として合成することができる。
【００２５】
　ノボラック型フェノール樹脂は、上述のフェノール類と、ホルムアルデヒド類とを、例
えば、酸触媒下において重合させることによって得るとよい。
【００２６】
　なお、一実施形態に係る成形材料において、ノボラック型フェノール樹脂をエラストマ
ー変性することが好ましいことは、上述の通りであり、エラストマー変性ノボラック樹脂
を得るためには、上述のフェノール類と、ホルムアルデヒド類とを、酸触媒下において、
以下に示すエラストマーの構成単位と反応させればよい。また、上述のフェノール類と、
ホルムアルデヒド類とを、酸触媒下において反応させ、ノボラック樹脂を作製した後に、
以下に示すエラストマーの構成単位と反応させてもよい。エラストマーの構成単位として
は、例えば、アクリルゴム、スチレンブタジエンゴム、アクリロニトリルブタジエンゴム
、イソプレンゴム、シリコーン樹脂等を含んでなる構成単位を挙げることができ、その他
、カルダノール、カシューナッツシェルリキッド、桐油、及び、ロジン等の乾性油をエラ
ストマーの構成単位として用いることができる。これらのうち、エラストマーの構成単位
としては、例えば、アクリルゴム、アクリロニトリルブタジエンゴムであることがより好
ましい。ノボラック型フェノール樹脂をアクリルゴム、及び／又はアクリロニトリルブタ
ジエンゴムによって変性することにより、当該成形材料から成形される成形物に高い耐熱
性と、高い靭性とを付与することができる。なお、エラストマー変性ノボラック樹脂にお
ける、エラストマーの構成単位の含有量は、５質量％～４０質量％であることが好ましく
、１０質量％～３０質量％であることがより好ましい。
【００２７】
　〔充填材成分〕
　充填材成分は、成形材料において骨材として使用し得る原料である。充填材成分には、
必須繊維材と、無機フィラーとが含まれる。また、充填材成分には、さらに任意充填材成
分が含まれていてもよい。
【００２８】
　必須繊維材とは、所定の長さ、例えば、０．３ｍｍ以上の長さを有している繊維材であ
る。必須繊維材には、例えば、ガラス繊維、及び炭素繊維等を挙げることができ、コスト
及び電気絶縁性の観点から、ガラス繊維を用いることがより好ましい。ガラス繊維は、フ
ェノール樹脂成分と混合するときにおいて、繊維の束を解くことができればよく、チョッ
プドストランドやガラスカットファイバー等であってよい。また、ガラス繊維は、例えば
、カップリング剤等によって表面処理されているものであってもよい。以下に、必須繊維
材として、ガラス繊維を用いる場合を例示して成形材料について説明するが、成形材料及
び成形物中におけるガラス繊維の長さ、無機フィラーとの配合比等は、他の必須繊維材に
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おいても援用し得る。
【００２９】
　成形材料から成形される成形物中において、ガラス繊維の長さ（繊維長）は、例えば、
０．３ｍｍ以上、３０ｍｍ以下であることが好ましく、１ｍｍ以上、１５ｍｍ以下である
ことがより好ましく、２ｍｍ以上、６ｍｍ以下であることがさらに好ましい。ガラス繊維
の長さが、０．３ｍｍ以上であれば、成形物に、高い靭性、特に、高いシャルピー衝撃強
さを付与することができる。１５ｍｍ以下であれば、表面平滑性にも優れる。また、成形
物において、ガラス繊維の長さが、６ｍｍ以下であれば、さらに表面平滑性に優れ、より
微細な成形物も好適に成形することができる。よって、成形物を成形する成形材料におい
ても、その中に含まれているガラス繊維の長さは、０．３ｍｍ以上、３０ｍｍ以下である
ことが好ましく、１ｍｍ以上、１５ｍｍ以下であることがより好ましく、２ｍｍ以上、６
ｍｍ以下であることがさらに好ましいことは言うまでもない。なお、成形材料には、後述
するように、せん断応力により破砕されないようにしてガラス繊維が混合されている。よ
って、成形材料に含まれているガラス繊維の長さは、成形材料の構成物質として配合され
る前の状態における長さを維持している。これにより、ガラス繊維の長さが短くなること
に起因して、成形物の靭性の低下、成形収縮率の増大、線膨張係数の増大が生じることを
防止することができる。
【００３０】
　なお、成形材料に用いられるガラス繊維の径は、フェノール樹脂成分に混合することが
できれば、特に限定されるものではなく、例えば、５μｍ～２０μｍ程度の直径の繊維材
を用いればよい。
【００３１】
　成形材料は、無機フィラーを含んでいる。ここで、無機フィラーには、典型的には、公
知のものを挙げることができ、例えば、炭酸カルシウム、タルク、マイカ、クレー、シリ
カ、アルミナ等を挙げることができる。ここで、無機フィラーには、コスト的な観点から
、炭酸カルシウム、タルク、及びマイカ等を用いることがより好ましい。なお、これら、
無機フィラーは、単独で、又は、２種類以上を組み合わせて使用することができる。
【００３２】
　また、充填材成分は、任意充填材成分として、有機フィラー、任意繊維材、及びその他
の充填材成分を必要に応じて配合してもよい。より具体的には、成形材料は、充填材成分
である無機フィラーの一部を、本発明の効果を損なわない範囲の含有量で、任意充填材成
分に置き換えることができる。
【００３３】
　有機フィラーとしては、例えば、木粉、ヤシ殻、籾殻、パルプ、ケナフ、綿糸、綿布を
挙げることができ、任意繊維材としては、ポリエステル繊維、ビニロン繊維、アクリル繊
維、アラミド繊維等を挙げることができる。また、その他の充填材成分として、グラスバ
ブルズ、及びマイクロスフィア等の中空粉体、並びにミルドガラスファイバー、及びロッ
クウール等を配合してもよい。
【００３４】
　充填材成分に任意充填材成分が含まれる場合、必須繊維材と、無機フィラー及び任意充
填材成分の合計との質量比率は、１０／９０～７０／３０であることが好ましい。必須繊
維材と、無機フィラー及び任意充填材成分の合計との質量比率において、１０／９０より
も、必須繊維材の比率が高ければ、高い靭性を備えた成形物を成形することができる成形
材料を得ることができる。また、必須繊維材と、無機フィラー及び任意充填材成分の合計
との質量比率において、７０／３０よりも、必須繊維材の質量比率が小さければ、高い表
面平滑性を備えた成形物を成形することができる成形材料を得ることができる。
【００３５】
　なお、充填材成分に任意充填材成分を配合する場合、まず、必須繊維材／無機フィラー
の質量比率を１０／９０～７０／３０の範囲内で調整し、調整した配合で所定の靱性、及
び寸法安定性を得ることができることを確認した後、確認した配合における無機フィラー
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の一部を任意充填材成分に置き換えるとよい。
【００３６】
　＜その他の成分＞
　成形材料は、その他の成分として、硬化助剤、着色剤、離型剤、滑剤、難燃剤、フィラ
ーの表面処理剤等を含んでいてもよい。硬化助剤は、フェノール樹脂成分の硬化助剤であ
り、例えば、水酸化カルシウム、酸化カルシウム、及び酸化マグネシウム等を挙げること
ができる。着色剤には、例えば、カーボンブラック、酸化チタン、硫酸バリウム、鉄黒、
弁柄等の公知の顔料、又は、例えばアニリンブラック、アリザニン等の公知の染料を挙げ
ることができる。離型剤には、例えば、合成ポリエチレンワックス、シリコーンワックス
、カルナバワックス、モンタン酸ワックス等の公知の離型剤を挙げることできる。難燃剤
には、リン、水酸化アルミニウム等を挙げることができる。滑剤には、ステアリン酸亜鉛
等の脂肪酸金属石鹸、脂肪酸エステル、及び脂肪酸アマイド等を挙げることができる。ま
た、フィラーの表面処理剤には、カチオニック・アンモニウム塩、及びカップリング剤を
挙げることができ、カップリング剤としては、アミノ基、メルカプト基、カルボキシル基
、ビニル基等の不飽和二重結合を有するカップリング剤を用いることができ、これらの中
でも、アミノ基を有するカップリング剤を用いることがより好ましい。
【００３７】
　＜成形材料の製造方法＞
　本発明の一実施形態に係る成形材料の製造方法についてより詳細に説明する。
【００３８】
　本実施形態に係る成形材料の製造方法は、本発明の一実施形態に係る成形材料の製造方
法であって、溶剤を含んでいるフェノール樹脂成分と、充填材成分とを含んでなる組成物
を混合する混合工程と、上記混合工程後、上記組成物から上記溶剤を除去する除去工程と
を包含している。また、一実施形態において、成形材料の製造方法は、除去工程後、成形
材料を粒状にする造粒工程を含んでいてもよい。
【００３９】
　なお、本明細書において、組成物とは、成形材料を得るための組成物であり、フェノー
ル樹脂成分、及び充填材成分に溶剤が含まれているもののことを意味する。
【００４０】
　混合工程において混合する組成物は、フェノール樹脂成分が溶剤によって希釈されてい
る。フェノール樹脂を溶解することができる溶剤としては、水、アルコール類、及びケト
ン類等を挙げることができ、乾燥により好適に除去することができるという観点から、ア
ルコール類を用いることがより好ましく、これらアルコール類のうち、メタノール、エタ
ノール、及びイソプロピルアルコール等を用いることがより好ましい。また、ケトン類で
は、例えば、アセトン、及びメチルエチルケトン等を用いることがより好ましい。なお、
フェノール樹脂成分を溶解する溶剤は、フェノール樹脂を合成するときにおいてフェノー
ル樹脂成分に含まれてもよく、その他、フェノール樹脂成分の粘度を調整するために、フ
ェノール樹脂に後から配合されていてもよい。
【００４１】
　〔混合工程〕
　混合工程では、溶剤を含んでいるフェノール樹脂成分を、フィラーと混合する。これに
より、フェノール樹脂成分と、フィラーとをなじませ、かつ、繊維材の束を解く。一実施
形態に係る成形材料は、例えば、ガラス繊維の長さを、所定の長さ、例えば、０．３ｍｍ
以上に維持することが重要である。このため、混合工程では、ガラス繊維が破砕され、そ
の繊維長が短くならないように、過度なせん断応力を加えないようにして組成物を混合す
る。よって、混合工程では、公知の混合装置を用いることができるが、組成物を挟み込む
ようにして高いせん断応力を加えるような、例えば、２軸ロール型の混合装置ではなく、
１軸型の回転翼式の撹拌装置を用いることがより好ましい。なお、組成物を混合するとき
において、せん断応力を加えることにより生じる摩擦熱を低減することができるという観
点からも、１軸型の回転翼式の撹拌装置を用いること好ましい。このような、１軸型の回
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転翼式の撹拌装置としては、例えば、ヘンシェルミキサ、及び、ケンミックスミキサ等を
挙げることができる。なお、混合装置における混合のための条件は、装置のスケール、及
び、組成物の混合効率を考慮して適宜設計すればよい。
【００４２】
　〔除去工程〕
　除去工程では、組成物に含まれている溶剤を除去することで成形材料を得る。
【００４３】
　除去工程では、フェノール樹脂成分を過度に加熱しないようにして溶剤を除去すること
が好ましい。このため、例えば、組成物に含まれている溶剤が、フェノール樹脂成分の硬
化が進む温度、つまり、フェノール樹脂成分が重合することで粘度が増大し始める温度よ
りも低い沸点を有していれば、例えば、熱風乾燥機等により組成物から溶剤を除去すれば
よい。また、組成物に含まれている溶剤の沸点が、フェノール樹脂成分の硬化が進む温度
よりも高ければ、組成物を減圧環境下に置くことにより溶剤を除去してもよい。このよう
に、フェノール樹脂成分の硬化が進む温度よりも低い温度において溶剤を除去することに
より、フェノール樹脂成分の分子量を所望の分子量としたままで溶剤を除去できる。
【００４４】
　なお、組成物は、溶剤を除去した状態で、成形材料として金型に充填して成形物を成形
することができる。よって、除去工程において、組成物から溶剤を除去することにより得
られた成形材料も、本発明の範疇である。
【００４５】
　〔造粒工程〕
　造粒工程では、フェノール樹脂成分の融点以上の温度であり、硬化が進まない温度以下
の温度に成形材料を加熱しながら撹拌する。これにより、フェノール樹脂成分を融解し、
当該フェノール樹脂成分によって、充填材成分を結着させて、粒状に造粒する。なお、造
粒工程においても、ガラス繊維を破砕しないように、１軸型の回転翼式の撹拌装置を用い
て成形材料を撹拌するとよい。
【００４６】
　＜別の実施形態に係る成形材料の製造方法＞
　本発明に係る成形材料の製造方法は、上記の実施形態に限定されない。例えば、別の実
施形態に係る成形材料の製造方法では、混合工程において、溶剤を含んでいないフェノー
ル樹脂成分を、充填材成分と混合する。ここで、上記フェノール樹脂成分と、上記充填材
成分とを、上記回転翼を回転させて加熱しながら攪拌することで上記成形材料を得る。つ
まり、本実施形態の混合工程では、加熱することによりフェノール樹脂成分を融解させ、
過度なせん断応力を加えないようにしてフィラーとなじませ、ガラス繊維の束を解く。よ
って、混合工程において、ガラス繊維が破砕されることを防止しつつ、当該ガラス繊維を
フェノール樹脂成分と混合することができる。なお、本実施形態においては、フェノール
樹脂成分を融解させることができる温度であり、かつ当該フェノール樹脂成分の硬化が進
む温度よりも低い温度で加熱しながら、混合工程を行なうとよい。
【００４７】
　＜成形物の製造方法＞
　本発明の成形物の製造方法は、本発明の一実施形態に係る製造方法は、一実施形態に係
る製造方法により製造された成形材料を用いて成形物を製造する。
【００４８】
　成形工程では、圧縮成形、トランスファー成形、射出成形、及び押出成形等の公知の方
法によって成形物を成形すればよいが、成形材料に対してせん断応力が加わらないような
方法によって成形物を成形することが好ましい。このため、圧縮成形によって成形するこ
とがより好ましく、これにより、成形材料を金型に充填するときにおいて、ガラス繊維が
破砕されることを防止しつつ、成形物を成形することができる。このため、成形材料によ
り成形物の靭性が、ガラス繊維が破砕されることにより低下することを防止することがで
きる。
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【００４９】
　＜成形物＞
　一実施形態に係る成形物は、一実施形態に係る成形材料の製造方法よって製造された成
形材料により成形される。このため、ガラス繊維の長さが、所定の長さ、例えば、０．３
ｍｍ以上に維持されている。よって、製造工程においてガラス繊維が破砕されることによ
り、成形物の靭性が低下することが防止されている。
【００５０】
　一実施形態に係る成形物は、レゾール型フェノール樹脂と、ノボラック型フェノール樹
脂とからなるフェノール樹脂成分と、必須繊維材及び無機フィラーを含む充填材成分を含
んでなる成形材料から形成されており、レゾール型フェノール樹脂、及び上記ノボラック
型フェノール樹脂のうちの少なくとも一部が、エラストマー変性されており、フェノール
樹脂成分が、４０質量％以下であり、上記充填材成分の含有量が、６０質量％以上であり
、ガラス繊維の長さは、０．３ｍｍ以上である。これにより、本実施形態に係る成形物は
、高いシャルピー衝撃強さを備えており、３．００×１０－５／℃以下という低い線膨張
係数と、０．３％以下という低い成形収縮率とを備えている。つまり、高い靭性と、寸法
安定性とを兼ね備えている。
【００５１】
　また、一実施形態に係る成形物は、ノボラック型フェノール樹脂がエラストマー変性さ
れており、レゾール型フェノール樹脂と、エラストマー変性されているノボラック型フェ
ノール樹脂との質量比率が、８０／２０～５０／５０である。これにより、本実施形態に
係る成形物は、１６０℃以上という高いガラス転移温度（Ｔｇ）を備えている。つまり、
高い熱安定性を備えている。
【００５２】
　また、一実施形態に係る成形物は、充填材成分における必須繊維材と、無機フィラーと
任意充填材成分の合計との質量比率は、１０／９０よりも、必須繊維材が多い。これによ
り、本実施形態に係る成形物は、シャルピー衝撃強さがさらに高められた靭性を備えてい
る。
【００５３】
　また、一実施形態に係る成形物は、フェノール樹脂成分の含有量が、２０質量％以上で
あり、充填材成分の含有量が、８０質量％以下であり、充填材成分におけるガラス繊維と
無機フィラーとの質量比率は、７０／３０よりも、ガラス繊維が少なく、ガラス繊維の長
さは、１５ｍｍ以下である。これにより、本実施形態に係る成形物は、金型から離型した
ときにおける成形物の表面の平滑性に優れている。
【００５４】
　各実施形態に係る成形物は、高い寸法安定性、高い耐熱性、高い靭性を備え、表面平滑
性に優れている。よって、コンミテータ、インシュレータ、コイルボビン、ブレーカー、
マイクロスイッチ、マグネットスイッチ等の電装部品、電気部品、自動車部品の成形物と
して好適に利用することができ、特に大型のコンミテータに好適に利用することができる
。
【００５５】
　本発明は上述した各実施形態に限定されるものではなく、請求項に示した範囲で種々の
変更が可能であり、異なる実施形態にそれぞれ開示された技術的手段を適宜組み合わせて
得られる実施形態についても本発明の技術的範囲に含まれる。
【実施例】
【００５６】
　実施例１～１４、比較例１～３の成形材料を作製し、次いで、各成形材料から成形した
成形物の靭性、及び寸法安定性等の評価を行なった。
【００５７】
　〔成形材料の作製〕
　実施例１～１４、及び比較例１～３に用いた各材料の詳細は、以下に示す通りである。
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≪フェノール樹脂≫
・レゾール樹脂ＰＬ－２２１１（メチロール型レゾール樹脂、不揮発分ＮＶ＝５８質量％
のメタノール溶液、群栄化学工業社製）
・ノボラック樹脂ＰＬ－７２２８（アクリルゴム変性ノボラック樹脂（ノボラック樹脂中
のアクリルゴム変性量：１０質量％）、不揮発分ＮＶ＝７０％のメタノール溶液、群栄化
学工業社製）
≪硬化助剤≫
・水酸化カルシウム（有恒鉱業社製）
≪フィラー≫
・ガラス繊維（カット長０．３ｍｍ、フィラメント径１０μｍ：ガラスカットファイバー
ＳＳ１０Ｃ－４０４Ｓ、日東紡社製)
・ガラス繊維（カット長３ｍｍ、フィラメント径１０μｍ：チョップドストランドＣＳ３
Ｊ３９１Ｓ、日東紡社製）
・ガラス繊維（カット長１３ｍｍ、フィラメント径１０μｍ：チョップドストランドＣＳ
１３Ｊ９１７Ｓ、日東紡社製）
・ガラス繊維(カット長２５ｍｍ、フィラメント径１０μｍ：チョップドストランドＣＳ
２５Ｋ８７１、日東紡社製）
・炭酸カルシウム（平均粒子径２２μｍ：ホワイトンＨ、東洋ファインケミカル社製）
≪その他の原料≫
・滑材（ステアリン酸亜鉛：ＡＦＣＯＣＨＥＭ ＣＳ－Ｓ、アデカ社製）
・着色剤（カーボンブラック♯３０、三菱化学社製）
・カップリング剤（３－アミノプロピルトリメトキシシラン：ＫＢＥ－９０３、信越化学
工業社製）。
【００５８】
　（実施例１）
　まず、実施例１の成形材料として、以下に表１に示す組成に基づき、フェノール樹脂成
分として、ＰＬ－２２１１、ＰＬ－７２２８、水酸化カルシウム、フィラーとして、ガラ
ス繊維、炭酸カルシウム、並びに、その他の原料として、ステアリン酸亜鉛、カーボンブ
ラック、及びアミノシランを、容器温度を２５℃に調整したヘンシェルミキサＦＭ １０
／Ｌ（三井三池製作所製）に投入し、６０秒間、攪拌して均一に混合して成形材料を得る
ための組成物を得た。続いて、当該組成物を、７０℃にて１０分間の条件で乾燥させるこ
とにより、当該原料混合物中のメタノールを除去し、成形材料を得た。
【００５９】
　続いて、得られた成形材料を、容器温度を９０℃に調整したヘンシェルミキサＦＭ １
０／Ｌに投入して、加熱条件下においてフェノール樹脂成分を融解させ、攪拌することで
粒状に成形し、ヘンシェルミキサの容器温度を２０℃まで低下させた。これにより、粒状
である、実施例１の成形材料を作製した。ついで、以下に表１に示す組成に基づき、実施
例１の成形材料を作製した手順に準じて、実施例２～１４の成形材料を作製した。
【００６０】
　（実施例２）
　実施例１の成形材料から、レゾール樹脂、エラストマー変性ノボラック樹脂の配合比率
を変えて、実施例２の成形材料を作製した。
【００６１】
　（実施例３）
　実施例１の成形材料から、レゾール樹脂、エラストマー変性ノボラック樹脂の配合比率
を変えて、実施例３の成形材料を作製した。
【００６２】
　（実施例４）
　実施例１の成形材料から、レゾール樹脂、エラストマー変性ノボラック樹脂の含有量及
び配合比率、ガラス繊維及び炭酸カルシウムの含有量及び配合比率を変えて、実施例４の
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成形材料を作製した。
【００６３】
　（実施例５）
　実施例４の成形材料から、ガラス繊維と炭酸カルシウムとの配合比率を変えて、実施例
５の成形材料を作製した。
【００６４】
　（実施例６）
　実施例５の成形材料から、ガラス繊維及び炭酸カルシウムの含有量及び配合比率を変え
て、実施例６の成形材料を作製した。
【００６５】
　（実施例７）
　実施例６の成形材料から、ガラス繊維及び炭酸カルシウムの含有量及び配合比率を変え
て、実施例７の成形材料を作製した。
【００６６】
　（実施例８）
　実施例１の成形材料から、ガラス繊維の長さを１３ｍｍに変えて、実施例８の成形材料
を作製した。
【００６７】
　（実施例９）
　実施例１の成形材料から、レゾール樹脂、エラストマー変性ノボラック樹脂の含有量及
び配合比率を変えて、実施例９の成形材料を作製した。実施例１の成形材料よりも、ＰＬ
－７２２８に対するＰＬ－２２１１の配合比率を多くしたものである。
【００６８】
　（実施例１０）
　実施例１の成形材料から、レゾール樹脂、エラストマー変性ノボラック樹脂の含有量、
ガラス繊維及び炭酸カルシウムの含有量を変えて、実施例１０の成形材料を作製した。実
施例１の成形材料よりも、無機フィラーの含有量を多くしたものである。
【００６９】
　（実施例１１）
　実施例１の成形材料におけるガラス繊維の長さを０．３ｍｍに変更して、実施例１１の
成形材料を作製した。
【００７０】
　（実施例１２）
　実施例１の成形材料におけるガラス繊維の長さを２５ｍｍに変更して、実施例１２の成
材料を作製した。
【００７１】
　（実施例１３）
　実施例１の成形材料から、ガラス繊維及び炭酸カルシウムの配合比率を変えて、実施例
１３の成形材料を作製した。実施例１の成形材料よりも、無機フィラーにおける炭酸カル
シウムの配合比率を多くしたものである。
【００７２】
　（実施例１４）
　実施例１の成形材料から、ガラス繊維及び炭酸カルシウムの配合比率を変えて、実施例
１４の成形材料を作製した。実施例１の成形材料よりも、無機フィラーにおけるガラス繊
維の配合比率を多くしたものである。
【００７３】
　（比較例１）
　ＰＬ－７２２８を含んでいない組成にて、比較例１の成形材料を作製した。
【００７４】
　（比較例２）
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　実施例１の成形材料から、レゾール樹脂と、エラストマー変性ノボラック樹脂とにおけ
るレゾール樹脂の配合比率を多くし、実施例１の成形材料よりも、ガラス繊維及び炭酸カ
ルシウムの含有量を少なくして、比較例２の成形材料を作製した。
【００７５】
　（比較例３）
　実施例１と同じ組成において、混合方法をヘンシェルミキサによる混合から、二軸ロー
ルによる混合に変更して、比較例３の成形材料を作製した。
【００７６】
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【表１】

【００７７】
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　次いで、上記表１に示された実施例１～１４、及び比較例１～３の成形材料及び成形物
に含まれているガラス繊維の長さを評価した。併せて、各実施例及び各比較例の成形物に
ついて、表面の平滑性、曲げ強度、シャルピー衝撃強さ、成形時の成形収縮率、線膨張係
数、ガラス転移温度（Ｔｇ）の評価を行なった。各評価は、以下に示す条件にて行なった
。
【００７８】
　〔成形材料に含まれているガラス繊維の長さの測定〕
　各実施例及び各比較例の成形材料について、５５０℃の雰囲気下、５時間の条件にて、
有機物を燃焼することで除去し、成形材料に含まれているガラス繊維を採取した。採取し
たガラス繊維を、光学顕微鏡を用いて、４５倍率の条件で観察し、ガラス繊維の長さを測
定した。
【００７９】
　〔成形物に含まれているガラス繊維の長さの測定〕
　ＪＩＳ（日本工業規格）　Ｋ　６９１１（１９９５年版）に準じ、各実施例及び各比較
例の成形材料の夫々を１７０℃、３分間の条件にて圧縮成形することで、長さ１００ｍｍ
、幅１０ｍｍ、厚さ４ｍｍの曲げ強度測定用成形物（試験片）を、複数個成形した。その
後、得られた強度測定用成形物のうちの１つを、５５０℃の雰囲気下、５時間の条件にて
、燃焼することで有機物を除去し、成形物に含まれているガラス繊維を採取した。採取し
たガラス繊維を、光学顕微鏡を用いて、４５倍率の条件にて観察し、ガラス繊維の長さを
測定した。
【００８０】
　〔成形物の表面平滑性〕
　各実施例及び各比較例の成形材料について、上記長さ１００ｍｍ、幅１０ｍｍ、厚さ４
ｍｍの曲げ強度測定用成形物について、当該成形物における表面の平滑性を評価した。平
滑性の評価は、目視にて行ない、○：凹凸がなく平滑であるもの、△：わずかに凹凸が認
められるもの、×：目視にて大きな凹凸あるものとして評価した。なお、成形物の表面の
平滑性が高い程、成形物として所望の機能を得るのに優れる。
【００８１】
　〔曲げ強度の測定〕
　各実施例及び各比較例の曲げ強度測定用成形物について、ＪＩＳ　Ｋ　６９１１（１９
９５年版）に準じ、ストログラフＶ１０－Ｃ（東洋精機製）を使用して曲げ強度を測定し
た。曲げ強度測定時のクロスヘッドスピードは、２ｍｍ／分とした。
【００８２】
　〔シャルピー衝撃強さの測定〕
　ＪＩＳ　Ｋ　６９１１（１９９５年版）に準じ、各実施例及び各比較例の成形材料を１
７０℃、５分間の条件にて圧縮成形することで長さ９０ｍｍ、幅１５ｍｍ、厚さ１５ｍｍ
、長さ方向中心部の垂直方向に深さ２ｍｍ、Ｒ１ｍｍのノッチを有するシャルピー衝撃強
さ測定用の成形物（試験片）を成形した。各成形物について、衝撃試験機Ｉｍｐａｃｔ 
Ｔｅｓｔｅｒ ＩＴ（東洋精機製）を使用してシャルピー衝撃強さを測定した。
【００８３】
　〔成形収縮率の測定〕
　ＪＩＳ　Ｋ　６９１１（１９９５年版）に準じ、各実施例及び各比較例の成形材料を１
７０℃、５分間の条件にて圧縮成形することで成形収縮率測定用の成形物を成形し、成形
収縮率を測定した。
【００８４】
　〔線膨張係数及びＴｇの測定〕
　各実施例及び各比較例について、上述の曲げ強度測定用の成形物から、４ｍｍ×４ｍｍ
×４ｍｍの立方体状の成形物を切り出し、日立ハイテクノロジー製ＴＭＡ７１００にて昇
温速度２℃／分、圧縮モード、荷重１９．６ｋＮにて３０～３５０℃の温度における成形
時圧縮方向に対するＴＭＡ測定を行った。この測定結果より、８０～１００℃の温度範囲
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における線膨張係数、及びＴｇを求めた。
【００８５】
　以下の表２及び表３に実施例１～１４、及び比較例１～３の成形材料及び成形物におけ
る溶剤を除去した不揮発分の質量に基づく組成（理論値）、及び、各評価結果を示す。な
お、各成形材料における不揮発分の質量に基づく組成（理論値）は、以下の式に基づき、
計算した。
成形材料に対する原料組成百分率（％）
　　　　　　＝{（各成分の配合量）/（全配合量）}×１００
　つまり、ＰＬ－７２２８は配合量のうち、その７０質量％を不揮発分として、ＰＬ－２
２１１は配合量のうち、その５８質量％が不揮発分であるものとして、上記表１の組成比
から、成形材料の製造過程において溶剤が全て除去されたものとして、不揮発分の質量に
基づく組成比を算出した。
【００８６】
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【００８７】
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【表３】

【００８８】
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　表２及び表３に示す評価結果から、以下のことが確認できる。
【００８９】
　実施例１～３の成形物は、アクリルゴム変性ノボラック樹脂であるＰＬ－７２２８と、
ＰＬ－２２１１とを７０／３０～５０／５０の比率で配合し、ガラス繊維／炭酸カルシウ
ムの質量比率を１０／９０以上とすることにより、シャルピー衝撃強さが２０ｋＪ／ｍ２

以上、曲げ強度が１００ＭＰａ以上という高い値を示し、成形収縮率が０．３％以下とい
う低い値を示し、線膨張係数も、３．０×１０－５／℃以下という低い値を示している。
【００９０】
　これに対して、比較例１の成形物は、ＰＬ－７２２８を含んでおらず、成形収縮率が０
．３％以上という高い値を示している。また、比較例２の成形物は、ガラス繊維及び炭酸
カルシウムの量が３２質量％と低く、成形収縮率、及び線膨張係数が高い値を示しており
、シャルピー衝撃強さが４．７ｋＪ／ｍ２と低く、曲げ強度が７５ＭＰａと低い値を示し
ている。一方、実施例４～６の成形物は、いずれもＰＬ－７２２８を含み、充填材成分の
含有量が６０質量％以上であり、成形収縮率、及び線膨張係数が低い値を示しており、シ
ャルピー衝撃強さが１０ｋＪ／ｍ２以上と高く、曲げ強度が９５ＭＰａ以上と高い値を示
している。よって、これらのことから、アクリルゴム変性ノボラック樹脂であるＰＬ－７
２２８をフェノール樹脂成分に配合し、充填材成分の含有量を６０質量％以上にすること
により、成形物の寸法安定性を高めることができ、シャルピー衝撃強さが高く、曲げ強度
が高い成形物を得ることができることを確認できた。
【００９１】
　また、実施例９の成形物は、ＰＬ－７２２８／ＰＬ－２２１１の質量比率が、３０／７
０であり、Ｔｇが１６０℃以下であるが、実施例１～３の成形物のように、ＰＬ－７２２
８／ＰＬ－２２１１の比率を７０／３０～５０／５０にすることにより、成形物のＴｇを
１６０℃以上に高めることができることを確認できた。
【００９２】
　また、実施例１、８、１１、及び１２を比較すると、ガラス繊維の長さは、０．３ｍｍ
以上になると、シャルピー衝撃強さの値が大きくなること、及び、ガラス繊維の長さが２
５ｍｍの条件においてもシャルピー衝撃強さが１０ｋＪ／ｍ２以上という飛躍的に高めら
れた値を示すことを確認することができた。また、ガラス繊維／炭酸カルシウムの質量比
率を１０／９０以上としている、実施例１～１０、１２、１４では、いずれも、高い１０
ｋＪ／ｍ２以上という、ガラス繊維の長さが短い実施例１１の成形物、及び充填材成分に
おけるガラス繊維の比率が低い実施例１３の成形物よりも高いシャルピー衝撃強さを備え
ている。これらの結果から、ガラス繊維の長さは、０．３ｍｍよりもより長い方が、成形
物に高い靱性を付与しやすいこと、及び、ガラス繊維／炭酸カルシウムの質量比率を、１
０／９０以上にすることにより、さらに高いシャルピー衝撃強さを得ることができること
を確認することができた。なお、実施例１、８、１１、１２の成形物を比較すると、ガラ
ス繊維の長さが短い方が、表面平滑性に優れた成形物を得ることができることも確認する
ことができた。
【００９３】
　また、実施例１、６、１０の成形物の比較により、充填材成分の含有量が、８０質量％
以下である、実施例１、及び６の成形物の方が表面平滑性に優れていることを確認するこ
とができ、実施例１、４、７、１４の成形物の比較により、ガラス繊維／無機フィラーの
質量比率は、９０／１０よりも、ガラス繊維が少ない方が、成形物の表面平滑性に優れる
ことを確認することができた。
【００９４】
　なお、比較例３の成形物においては、二軸ロール型混合装置を用いており、成形材料を
配合する前において、長さ３ｍｍのガラス繊維が、０．２ｍｍ程度まで破砕されている。
このため、成形材料の製造において、ガラス繊維が破砕されると、成形物におけるシャル
ピー衝撃強さが低下することを確認することができた。
【００９５】
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　これら、実施例１～１４、及び比較例１～３の評価結果から、ガラス繊維の長さを０．
３ｍｍ以上に維持し、充填材成分におけるガラス繊維／炭酸カルシウムの比率を１０／９
０～７０／３０に調整し、充填材成分の配合量を８０質量％以下にすることで、高いシャ
ルピー衝撃強さと高い表面平滑性の両方を備えた成形物を得ることができることを確認で
きた。これら実施例１～１４の成形物の中でも、特に、実施例１～８の成形物は、高いシ
ャルピー衝撃強さを備えつつ、高い表面平滑性をも備えている。
【産業上の利用可能性】
【００９６】
　本発明は、民生部品、電気電子部品、自動車部品等に用いられる成形材料、及び成形物
として利用することができる。
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